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第9章 　新しい国際協力に向けて

９−１　パラダイムシフトの兆し

前章までにおいて、貧困、環境破壊と武力紛争の三つの困難が相互に影響し合う有り様とこれに対する取り組みのあり方について考察してきた。三つの困難を抱えている国においては、二つの悪循環によって、複数の問題が絡み合い半ば慢性化しているのみならず、その過程で、「社会の抵抗力」が減衰してきていること、このような厳しい状況を自らの努力によって打開することが非常に困難であること、そして、厳しい状況を克服するためにODA等の国際協力やその他外部からの介入が重要な役割を果たしうるということを見てきた。

ODA等の国際協力は、元来、途上国の経済社会開発に貢献することを主な目的とするものである。しかし、上述のような途上国における状況、特に貧しい国において環境破壊や武力紛争が同時に多発し相互に影響を与え合っているという状況に直面して、これに立ち向かうべく、すでに不可逆的な変化を開始している。その変化が、21世紀において更に加速するという前提に立てば、ODA等の国際協力に関する従来の枠組みは、その存在意義を含め抜本的な見直しを迫られることになろう。

以下においては、まず、途上国の経済社会開発に貢献することを主な目的とするODA等の国際協力に関し、これが、１）理念、２）アプローチ及び３）担い手の三つにおいて大きな変化を遂げつつある状況を俯瞰する。次に、これらの変化の兆しを踏まえ、国際協力が今後どのように変わっていくか、特に、どのような新しい枠組みに基づくことになるか、という点について考察を試みることとする。

１　三つの理念の進化と結合

ODA等の国際協力における第一の変化は、理念面での変化である。特に、「開発」理念の進化の過程で、「環境」や「平和」の問題が「開発」の問題の中に部分的に取り込まれてきているという点である。更に、この延長線上においては、開発、環境、平和の３者が重なり合う部分が核となって、新たな理念を構築していく可能性も見えてきている。

この変化は、１）途上国の状況と２）開発、環境、平和などの概念自体のそれぞれに関する認識の深化という二つの変化に由来している。

第一に、途上国の状況に対する認識の変化を一言で集約すると、「途上国における問題は、（旧来の意味で言うところの）貧困と開発の問題だけではない」という認識が広まりつつあるということである。貧困と開発の問題は、環境や平和の問題と切り離しては、問題の構造を正確に把握することもこれに対して効果的に取り組むこともできない、という認識が次第に定着しつつある。

開発と環境の関わりは、すでに見てきたように、1970年代以降急速に緊密化した。そして、同年代以降、途上国の環境問題は、途上国の開発問題への取り組みの中に漸進的に包摂されていったと言える。二国間援助、多国間援助の別に拘わらず、現在、ODAに関わるすべての援助国及び開発援助機関は、ほとんど例外なく、途上国の環境問題への取り組みをその政策枠組みに取り入れている。

1996年にDACの上級会合で採択された「新開発戦略」においては、貧困削減及び社会開発に関するいくつかの目標に加えて、「2015年までに環境資源の減少傾向を地球全体及び国毎で増加傾向に逆転されること」を目標として掲げている。米国では、1992年大統領選にタイミングを合わせた政策提言のひとつとして、「米国国際開発庁」（US Agency for International Development）を改組して、人間開発と環境と民主主義のための国際協力を推進する組織として「持続可能な開発協力庁」（Sustainable Development Cooperation Agency）を新設すべきであるという提言を海外開発審議会（ODC：Overseas Development Council）が行ったが（Lancaster2000）、この提言は、単に理論のレベルに留まらず援助政策と実務のレベルにおいて環境を開発と並置し開発の意味を抜本的に問い直すものとして注目を浴びた。実際にはこのような改組自体は実現しなかったが、同年のリオサミットの影響も受けて、米国援助の政策理念において、環境の問題への取り組みがより一層重視され、議会報告などにおいても、環境問題を括りだした実績報告等を行うことが定着した
。

開発と平和の関わりについては、1990年代後半以降、両者の相互の関係について急速に認識が深まりつつある。1994年にUNDPが打ち出した「人間の安全保障」という考え方は、人々の暮らしの安定や社会の秩序、更には生態系の安定までの広範な問題を、「開発」という枠組みに持ち込んだものとして時代を画する。2000年の国連総会に対する国連事務総長報告（通称「ミレニアム・レポート」）は、これからの人類の課題を、「欠乏からの自由」と「恐怖からの自由」と規定したうえで、「貧困削減と経済成長のためのあらゆる試みが、紛争予防の手段となる」という認識を示した（Annan2000）。ブラヒミ・元アルジェリア外相を委員長とする「国連平和活動に関するパネル」が平和の問題に関する国連改革への包括的提言として纏められた報告書（通称「ブラヒミ・レポート」）は、「国連システムにおけるすべての開発援助機関は、人道上の、あるいは開発のための営為を、紛争予防のレンズを通してみていかなければならない」と提言している（Brahimi2000）。2000年の九州・沖縄サミットでは、「平和と民主的な安定は、経済成長と持続可能な開発のために不可欠の前提条件である。また、経済・開発協力は、平和と安定の促進において重要な役割を担っている」という認識が示され、更に、「開発援助戦略における紛争予防に関する考慮の促進」などに対して、G8が積極的なイニシアティヴをとるべきであるという姿勢が示されている（G8,2000）。2001年1月の森首相によるアフリカ歴訪に際し、日本政府は、「『開発への協力』と『紛争予防・難民支援』は、日本の「対アフリカ協力の両輪」であると位置づけている
。

【図9-1】三つの理念
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ODA等の国際協力における理念面での変化を促すことになった第二の要因は、開発、環境、平和などの概念に関する認識の深化である。特に本稿第１部で見てきたように、人間の幸せに纏わる課題として、開発、環境、平和などのそれぞれの理念の名の下に追求されてきたものの内実の根本的な部分に対する認識が深まるにつれて、意図の有無に拘わらず結果的に、これらの三つの理念が、その枢要な部分において重なり合い、あるいは密接に関係しているのではないか、という認識が、開発、環境、平和のそれぞれに取り組む立場から芽生えてきていると言える。

UNDPは貧困に関する三つの視点として、１）「所得」、２）食糧、医療、教育など「基本的な欲求」と３）「能力」の三つを挙げているが
、これは、環境破壊による所得の低下、食糧その他基本的財やサービスの不足、健康被害などによる能力発現の阻害など、環境破壊がもたらす問題の諸相を包摂するものとして理解できる。また、「環境安全保障」という概念は、「人間の安全保障」の一部を構成するものとして把握することもできる。

「構造的暴力の不在」というかたちで「積極的平和」を捉えるガルトゥングは、「ある人に対して影響力が行使された結果、彼が現実に肉体的、精神的に実現し得たものが、彼のもつ潜在的実現可能性を下回った場合、そこには暴力が存在する」として「暴力」を定義したが
、「人としての潜在能力の発現が阻害されている状態」として貧困を捉えようとするセンやドレーゼなどのアプローチと多くの部分において重なり合っている。これらの議論を進めていくと、開発、環境と平和という三つの理念の名において追求されてきたもののうちの重要な部分が重なり合っているのが見えてくる。この重なり合っている部分とは、おそらく「人としての基本的な欲求が、世代を越えて持続的なかたちで充足され、かつ、自らの潜在能力の発現が、社会の構造や他者によって阻害されない状態の実現を目指すこと」という類のものであり、端的に言えば「持続的な人間の安全保障」（Sustainable Human Security）ということになろう。

このように、開発、環境と平和の３者は、二つの変化、すなわち、１）問題状況が特定地域において集中・輻輳しているという「現象」に対する認識の深化と、２）概念が意味するところの内実における重なり合っているという、「概念」に対する認識の深化の二つにおいて、３者相互に密接に関わり合い、あるいは重なり合っている。旧来、開発を主たる目的としていたODAを中心とする国際協力は、これらの変化を踏まえて、環境と平和の理念を包摂するかたちで進化しつつある、と言うことができる。

２　「共通の取り組み」としての社会の能力構築、ガバナンスの向上

ODA等の国際協力を巡る第二の変化は、アプローチあるいは協力の対象領域に関するものである。これは、上述のようなODAの理念における変化、つまり、開発、環境と平和の３者を包摂する国際協力理念の萌芽と軌を一にしている。開発、環境、平和のいずれの問題も、社会の内部構造に関わる問題であり、問題の根本的な解決にはその内部構造に深く立ち入った取り組みが必要とされる、という点は、これまで述べてきたとおりであるが、近年のODA等の国際協力では、ガバナンス、民主化、制度・能力構築など社会の内部構造に深く立ち入った協力を重視する傾向が強まってきている。

また、このような傾向を強めることになった背景には、１）国際協力の効果を更に高めるべく協力のやり方を見直さなければならないという認識が1970年代以降高まってきたことと、２）基本的人権の擁護などの普遍的な価値を途上国に対する国際協力を通じて確保しようとする傾向が、特に冷戦後、強まってきたという事情がある。

[image: image2..pict]【図9-2】三つの困難と脆弱なガバナンスに対処する国際協力

第一の国際協力の効果を高めるべく協力のやり方を見直さなければならないという認識は、途上国の社会の構造や国家・政府のあり方を所与のものとしていた旧来の国際協力のやり方に対する反省から生まれてきている。第二次大戦後の国際協力の黎明期から1970年代あたりまでは、途上国において必要な資金や技術を供与すれば、途上国自身によって発展の契機を掴むことが出来るという楽観論が大勢を占めていたが、1970年代以降、途上国、特に貧しい国々の停滞がより顕著になるにつれて、途上国の政府や社会の能力構築（Capacity Building）が重要であるとの認識が高まってきた。

更に、健全なマクロ経済政策の遂行支援を旨とする1980年代の構造調整が、政策遂行能力の低い国において必ずしも所期の成果を達成できなかったという教訓によって、途上国政府の能力向上などの重要性が意識されるようになってきた。特に、政府の腐敗構造、政策決定の不透明性、責任性の欠如、法の軽視・不備、公共部門の非効率性などが指摘され、これらの要因が開発資金の公正かつ効率的な使用を妨げているとして、ガバナンスの確保が強調されるに至った。世銀は、ダラーとスベンソン（Dollar & Svensson, 1998）の研究成果などを踏まえ、同行による構造調整支援のうち約３分の２は成功したが、その成功は、対象国の民主的な政府と政治的安定性に関連していると分析している
。

また、同時期におけるシンガポール、台湾などのNIEs （Newly Industrialized Economies）のめざましい経済成長は、開発に際して、政策の選択や政府の政策遂行能力が持つ重要性を再認識させた。これらの認識に基づき、1990年代以降、ガバナンスあるいはこれに近似する概念群に対する国際協力の取り組みは拡充されていくことになった。

環境問題の国際協力においても、これまでの協力の経験と教訓を踏まえてガバナンスを重視する傾向は強まってきている。1970年代以降しばらくの間、環境協力では、公害対策設備や環境モニタリング体制の整備・強化が主流であったが、施設や技術を供与し、あるいは、法規を整備しても実際の環境改善になかなか至らないことがあることを踏まえ、現在は、これらに加えて、環境政策の「実効化」を図るための協力に次第に重点が移ってきている
。

平和との関わりにおいてもガバナンスの重要性に対する認識は高まってきている。

DACの「21世紀に向けての紛争、平和と開発協力」に関するガイドラインでは、グッド・ガバナンスと市民社会の能力強化が、紛争予防と紛争後の復興に際して不可欠であるとして、人権の尊重、市民の参加、民主化、分権化、公的組織制度の能力強化、治安の維持、司法制度の強化、情報の開示、表現の自由の確保など広範にわたる課題が論じられている
。国連は近年、途上国の民主化支援への関与を強めているが、2000年12月のコトヌー（ベナン）における「新規民主化国並びに民主回復化国家に関する第4回国際会議」に対して、アナン事務総長は、「平和と開発を民主化に結びつける」ための国際社会の理解と支援を要請している
。また、2000年の九州・沖縄サミットにおいて発表された「『紛争と開発』に関する日本からの行動」（アクション・フロム・ジャパン）の冒頭においては、紛争予防のためのガバナンス支援として、民主主義の基盤の強化、法制度の整備、市場志向型の経済運営などのための援助の強化が謳われている。

1998年に日本が主導してまとめた「21世紀に向けたアフリカ開発（TICAD II）東京行動計画」においては、「社会開発」と「経済開発」に加えて「開発の基盤」という柱を立て、「良い統治」（グッド・ガバナンス）の強化と紛争予防・紛争後の開発への取り組みの強化を謳っている。ガバナンス支援の具体的課題としては、三権分立の原則に基づいた民主制度の強化、人権の尊重と法の支配の強化、行政における説明責任、透明性及び効率性の向上、寛容の文化の促進、意思決定の広範な参加、異なるエスニック集団と地理的範囲にわたる衡平な開発の奨励などが挙げられている。

第二の、基本的人権の擁護などの普遍的な価値を途上国に対する国際協力を通じて確保しようとするアプローチは、冷戦構造崩壊後、顕著となり、人権や民主主義と国際協力の関係が表だって論じられるようになってきた。そもそも、ガバナンスとは、当該国の適切な経済・社会運営のあり方や運営能力に関する概念であり、法の支配、公的部門の透明性・責任性（汚職の防止を含む。）、文民統制等の要素が含まれる概念であるが、近年、人権、参加型開発、民主主義、社会の能力構築などの諸概念を包摂するものとして扱われることが多くなりつつある。

DACが組織する「参加型開発とグッドガバナンス」に関する専門家ネットワークには、筆者も継続的に参加したが、同ネットワークにおいては、ガバナンスの枠組みにおける議論の中で、民主化、人権などが重要な課題として扱われており、また、2001年から、同ネットワークは、別途組織されていた「制度・能力開発」（Institutional / Capacity Development）に関するネットワークと統合され、新しいネットワークにおいてこれらの「概念群」がより包括的なかたちで議論されることになった
。

世銀は、一国の資源をいかに有効に配分するかとの観点から、政府の行政機能や制度に着目してガバナンスを規定し、1992年の時点で世銀が取り組むべき分野として、１）公共部門の管理、２）政府の責任範囲の明確化、３）法・制度、４）情報と透明性の四つを挙げていたが
、その後、参加型アプローチ、軍事支出、人権などの領域も新たな課題として含め、さらに、同行の「非政治的考慮の規定」（世銀協定第4条第10項）にも拘わらず、民主化、人権と開発などについて表だって論じるようになってきている。

筆者も参画した1995年のJICAの「参加型開発とグッド・ガバナンス」に関する援助研究会では、ガバナンスを１）国家のあり方と２）政府の機能のあり方の二つの側面に分けて考察しているが
、冷戦構造崩壊後旧来、ガバナンスの非政治的側面としての「政府の機能のあり方」に置かれていた重点が、次第に民主化など、「国家のあり方」に立ち入りつつあるという傾向が国際協力全般に共通するものとして見られる。旧来、ガバナンスに関しては、「政府の機能」の強化に重点を置いてきた日本のODAも、1996年のリオン・サミットにおいて、途上国の民主化努力への支援を強化していくことを「民主的発展のためのパートナーシップ」イニシアティブとして発表した
。

このように、国際協力の枠組みにおいては、近年、途上国の資金の不足を補ったり、あるいは、個別の専門領域における技術を移転するという類の従来からの協力に加えて、途上国の自律的発展の原動力となるガバナンスに対する取り組みが強化されてきており、また、その過程で単に経済社会開発のためのガバナンスというのではなく、環境や平和に資するという視点を交えた取り組みが強化されつつある兆候も見られる。

しかし、このような傾向に関して課題がないわけではない。特に、ガバナンスの政治的側面や民主化、人権の問題に対して外部から干渉することについては、国際協力というかたちにせよ必ずしも途上国から歓迎されない。また、途上国・社会の主体性や価値の多様性を重視する視点からも問題提起がなされることが少なくない。民主化、人権といった類の政治的な問題は、ガバナンスに関する諸課題の中でも特に途上国の社会の内部構造に深く関わるものであり、また、特定の政治的な価値と不可分に結びついているものであるが、ガバナンス支援が強化されてくるに連れて、外部介入としての国際協力のベクトルと内在的発展を志向するベクトルの相克がより一層如実に意識されるようになってきた。

1999年から2000年にかけてDACにおいて数次にわたり開催されたガバナンスに関する非公式専門家会合では、国連、世銀、OECD及び各援助国の間において共通して使用できるようなガバナンスの「合同指標化」の可能性について議論がなされたが、筆者を含む若干名によって、ガバナンス強化の方向性やあり方について、各国の地域や社会の多様性を重視する立場から異論が唱えられ、合同指標の定立は見送られた経緯がある。

1999年11月にアビジャン（象牙海岸）においてベディエ象牙海岸大統領とオバサンジョ・ナイジェリア大統領の共同議長により開催された「アフリカにおけるグッド・ガバナンスと持続的開発」に関する国際会議では、「アフリカ的グッド・ガバナンスの追求と尊重」という柱が掲げられたが、そこにおいては次のような主張がなされている。

「グッド・ガバナンスは世銀による構造調整融資コンディショナリティのひとつであるが、その評価基準はアフリカ大陸の文化的背景を考慮していない。アフリカ諸国の複雑性及び多様性を尊重し、各国状況に見合った基準及び定義を設定する必要がある。」

　

　ガバナンス支援のうち、特に「国家のあり方」に関する支援や政治的なコンディショナリティの設定については、途上国側からの反発が強く、また、協力の成果管理の観点からも容易ではないことから、むしろ、「政府の機能の強化」の側面に精力を傾注すべしとの議論もある
。しかしながら、ルワンダやカンボディアにおける大虐殺のような事態の再発を避けるためにも、今後ともこの領域における支援努力の模索は継続されなければならないと考えられる。そして、その際、地球市民社会における普遍的価値の実現とそれぞれの地域社会の多様性の尊重という２者を止揚する新たな枠組みが益々強く求められるようになってきていると言える。

３　主体の多様化

国際協力に関する理念の変化及びアプローチの変化に加え、第三の変化は、国際協力の担い手に関するものである。20世紀半ばにおいてODA等の国際協力が本格化して以来、国際協力の主役の座を占めていたのは、主権国家であり、あるいは、主権国家の付託によって成立した国際援助機関であった。しかし、その構造は、20世紀末においてすでに崩れ始めている。21世紀を迎えて新たな国際協力の担い手が続々と参入し成長してきている。民間のアクターが成長し、しかも民間の中でも、援助事業に関する財やサービスの提供に関する業務などを受託する建設業やコンサルタントなどの企業体に加えて、NGO、研究・教育機関などの参入が盛んになってきている。また、IT の広まりと相俟って、堅牢な構造の組織から、これらの枠組みを越えて柔構造のネットワークのような集まりによるイニシアティヴや影響力が、着実に強まってきている、と言える。

NGOその他民間諸団体とODAの関係は、従来、１）ODA事業のNGOへの委託、２）ODA事業とNGO事業の連携、３）NGO事業に対するODAを通じた支援の三つの関係のいずれかに属するものであり、特に、ODA事業の一部を受託するという類の関係が主流であったが、近年、NGO等とODAの関係は益々緊密化し、NGO等が局面に応じてODAと協働し、主体的に国際協力の枠組み作りに参画することを可能とするようなネットワークや「場」が設定されるようなことも珍しくなくなってきている。

1997年にEUにおいて設置された「紛争予防ネットワーク」（CPN：Conflict Prevention Network）は、潜在的紛争について分析し、ヨーロッパ委員会に政策提言を行うことを目的とするが、ここには、平和構築のための国際NGOなどが参画している。「アセアン地域フォーラム」は、政府関係者による「トラックー１」の公式協議や外交とは別に、民間の有識者等による「トラックー２」の非公式なコミュニケーションのための枠組みとして活用が期待されていた。2000年に設立された「ジャパン・プラットフォーム」は、国際緊急援助の分野において日本がより積極的な貢献をするために、NGO、経済界、政府が対等なパートナーシップのもと、それぞれの特性・資源を生かして連携・協力するための仕組みであるが、その中核となるNGOユニットは、特定非営利法人として法人格を有しつつ堅固な組織体ではなく、NGO、政府機関、企業、メディア、研究機関などが所有している人的・財政的資源とノウハウの共有と活用のためのネットワークとしての機能が期待されている
。

環境と開発に跨る領域においては、例えば、NGOは、1992年のリオ・サミットに至る一連のプロセスにおいて、政府間交渉の場に介入し草案の修正や提議などのロビー活動を展開したのに加え、同サミットと並行してNGOのフォーラム（「’92グローバル・フォーラム」）を開催して、国際世論の形成に大きな影響を与えた。さらに同サミット後、国際NGOネットワークは、サミットのフォローアップをするための「NGOホストセンター」を国連プラザ内に設置し、NGO間で情報を共有し、アイデアを交換し、戦略を練るためのフォーカル・ポイントとしての機能を果たした
。また、砂漠化防止に取り組むNGOネットワーク（RIOD）は、砂漠化防止条約に住民参加を重視する規定を挿入させるなど、同条約の内容と施行過程において大きな影響力を発揮した。毛利聡子（1999）は、このネットワーク（RIOD）を、「広範な住民参加を促す協議制と代表制を取り入れた民主的なネットワーク・モデルである」と評価している
。

また、2000年、国連が提唱した「グローバル・コンパクト」も注目に値する。これは、世界の産業界、労働界に対して、環境、雇用、人権などに関する基準の適用を推進するように訴えるものである。すでにインドの経済界指導者などがこの構想に対して賛意を表明しているが、これらの構想が新しい国際協力と関わりをもっていくようになっていくことも期待できる
。環境や平和といった価値を経済活動の中に内部化させていく試みには大きな潜在力があり今後更に積極的に追求すべきものであろう。

このようなネットワークなどにおいて共通してみられる特徴のうち、注目すべきことは、「援助する側」と「援助される側」といった従来の二元的な構造や、公的組織・制度に見られるような「政策立案機関」と「実施機関」、あるいは、「二国間援助の専門機関」などといった伝統的な位階性や縦割りの分業構造ではなく、地球市民間の連帯意識を基調とするフラットな構造の中の自由な連携がみられるという点である。また、そこにおいては、途上国の問題をどうするか、という視点に加えて、先進国の社会の仕組みや人々の生活のあり方も含めて見直し、開発貿易その他の繋がりを通じて、地球規模の視点から両者の問題に対して同時並行して対処していこうとする姿勢が見られることも注目に値する。

ここで述べてきたようないくつかの変化は、官民の枠組みや、国境、組織などの枠組みを越えて、主体（アクター）が多様化し、そのなかでもとりわけ、個人がよりダイナミックなアクターとして自由に主張し活動するようになってきているという、現代社会の一般的な傾向が、ODA等の国際協力に関しても顕在化してきたものであるが、ODAを中心とする国際協力が、今後如何にあるべきか、という問いかけに対して重要な示唆を与えている。

９−２　ODAの発展解消の可能性

前項で触れたような構造変化が今後一層進むという前提に立てば、ODAは、21世紀のある時点において、国際協力の中核としての歴史的役割を終え、新しい国際社会のあり方にふさわしい国際協力が創成される過程で建設的に発展解消する可能性がある。しかし、それが、いつ、どのようなかたちで現れてくるか、という点について具体的な予測は難しい。また、極めて近い将来においてODAが全否定されて、民間主導の協力や上述のようなネットワーク型の形態が主流になる、と断じることは、後発開発途上国など特に貧しい国々においてODAが現在果たしている役割の重要性やNGO等の財政基盤の実態などに鑑みると、非現実的な予想でしかない。

ここでは、これまで見てきた貧しい国々の状況と現時点における国際協力の変化の兆しに鑑みて、現在の国際協力の中核をなすODAがどのような方向に変化していくか、という点について考察する。

１ ODAが担う役割の多様化

政府開発援助（ODA：Official Development Assistance）とは、その名称が示すとおり、次の三つの要件を満たすものとして定義される。

1） 政府ないし政府の実施機関によって供与されるものであること。（Official）

2） 途上国の経済開発や福祉の向上に寄与することを主たる目的としていること。（Development）

3） その供与条件が途上国にとって重い負担にならないように、グラント・エレメント
が25％以上であること。（Assistance）

ODAに関する近年の変化をひとことで言えば、ODAが担う役割の多様化である。このような変化の兆候は、1970年代からすでにみられ、また、今後は、更に進展するであろうと推察される。いくつかの変化についてすでに前項において論じてきたことを踏まえつつ、改めて、上述のようなODAの枠組みに即して整理しなおすと、具体的には、次のようになる。

（1） 政府ないし政府の実施機関など公的な主体によるものが官民協働や市民主導のネットワーク型に基づくものに変化し、官民の間の垣根が曖昧になる。あるいは、公的な主体は、あくまでも民間の諸活動を支援する役割を従来より限定したかたちで担うようになる。（Official：「ODA」の「O」に関する変化）

（2） 開発を目的とすることが環境と平和を包摂した複合的な理念を追求するようになる
。（Development：「ODA」の「D」に関する変化）

（3） 先進国から途上国への援助というかたちが、市民社会の連帯意識を基調とした「水平の」関係における活動に変化し、途上国のみならず先進国の社会のあり方や人々の生活の見直しも視野に入れたものとなる。（Assistance：「ODA」の「A」に関する変化）

２　ODAを巡る成果重視の傾向

このようなODAが担う役割の多様化という現象は、一見逆説的にきこえるが、ODAにおける成果重視の風潮が強まることによって促進されてきたといえる。ODAを定義することの実際上の意義は、端的に言って「どこの国が幾ら出したか」を国際社会において明らかにし先進国間において比較するというシステムを通じ先進国各国からより多くの貢献を引き出し、それを国際社会が評価する、ということを通じて、先進国に対してより多くの拠出を促すためのインセンティヴを与えることにあった。従って、ODAに関する統計には、必ず、各国のODA総額、贈与の割合、GDPに占める割合、タイド・アンタイド（主に、自国の財やサービスの調達に拘るか否か、など）の割合などに関する国別比較が含まれ、これらが各国のODAを評価するに際して重要なデータであるとされてきた。

このようなODAに対する旧来の見方はいずれもODAのインプットに着目したものであったが、成果重視とは、このようなインプット重視からアウトプット重視への転換を意味する。「どれだけ金や人を使ったか」よりも、「それによって如何なる成果を達成したか」を重視する観点は、インプットを増やそうとするインセンティヴには必ずしも直接的には結びつかず、むしろ限られたインプットを効果的効率的に活用するためのインセンティヴとなる。資金の提供者でもある納税者等に対して説明責任を全うすべく、評価を重視したり、政策、手法の魅力や成果をアピールするための広報や啓蒙活動などに重点が置かれることに繋がる。このような傾向が、開発のみならず環境や平和にも資することをアピールしたり、あるいは、NGOとのより密接な協働による援助手法などアピールすることを促進する動機の一部になっているとも言えよう。

ODAにおける成果重視への転換は、さらに言えば、ODAという制度に組み込まれたインセンティヴ・システムの抜本的な見直しを迫っていると見るべきであろう。ODA等の国際協力には、当初から、潜在的に相反する二つの目的を持っていると世銀（2000）は考察している
。第一の目的は、途上国における長期的成長を促進し貧困の削減を支援するものであり、この中には、途上国に対する利他主義と供与国自身の安全保障の迂回的達成という国益追求の二つの意図が組み合わされていた。第二の目的は、供与国の短期的な政治的・経済的利益を追求するものであった。これに関して、「成果重視」の傾向は、主に、第一の目的に関してその成果を問うことが多い。従って、各国バラバラにおこなわれている非効率な援助のやり方を改善し、援助国間の協調を進め、更に究極的には援助の匿名性を援助国に対して強いることにもなる。しかし、このようなやり方を突き詰めることは、世銀の言う援助の「第二の目的」であるところの「援助国の短期的国益」をODAという枠組みにおいて追求することが難しくなることを意味する。そして、「顔の見えない援助」に多額の投入の行うことに見切りをつけて、ODAという枠組みから他の枠組みへ先進国の資金その他の諸資源を転換させることを促進する結果にも繋がりうる
。そもそも「国別」の枠組みでありながら、援助国の短期的な国益の追求が極めて限定的にしか行うことができない、ということは、見方によっては、当該枠組みに内在する自己矛盾であるとも言えるだろう。

勿論だからといって成果重視の傾向を見直すべきであるとか、援助協調をやめるべきである、ということでは決してない。成果重視の傾向それ自体は、成果の把握の仕方に関して柔軟性やダイナミズムを保持できる限りにおいて、より一層促進されるべきであり、また、そのために、途上国が抱える問題に対して先進国各国・各援助機関がバラバラに取り組むのではなく、効果的な援助協調が今後一層必要とされることも明らかである。また、「顔の見える援助」というものを捉える際に、「財やサービスを当該援助国において調達する」という次元の議論のみに拘泥することなく、「理念の見える援助」に高めていく努力も必要である。

問題はむしろ、ODAという枠組みが、先進国による途上国に対する国際協力の中核をなすものとして、今後とも有効であり続けるのか、という点である。ODAという枠組みは、「途上国における貧困の問題が金と技術の投入さえあれば解決することができる」という認識が未だ支配的であった第二次世界大戦直後から1950年代において構築されたものである。その後、約半世紀を経て、ODAは相当の成果を挙げたが、同時に、沢山の教訓も得た。ODAが果たすべき役割の多様化や成果重視の傾向は、ODAがこれまでに得た教訓を反映したものであり、また、ODAという枠組みが内包する限界や矛盾を、国際社会が如何にして克服するか、という問題提起でもある、と言える。

３　新しい枠組みの模索

では、現行のODAの枠組みに替えて、どのようなものが新しい枠組みとして想定し得るであろうか。これまでの議論を踏まえ、今後、自然に伸長し、あるいは、意識的に助長すべきものとされる新しい兆しや傾向について、ここで改めて整理してみると次のとおりである。

（4） 主体の多様化、ネットワーク化、あるいは、地球市民間の連帯としての営み

（5） 開発、環境、平和の理念の包摂、及びこれらに対する包括的な取り組み

（6） 成果重視

新しい国際協力の枠組みとは、少なくとも、このような傾向の中にあって、インセンティブの仕組みを持つものでなければならない。そして、現在のODAの枠組みにおいてなされなければならないことは、このような新しい枠組みに向かって円滑に移行することを促進すべく、実行可能なところから改革を進めていくことではないか筆者は考える。このような観点から、明示の意思による改革の推進を最も必要とするものは、「開発、環境と平和の三つの理念を包摂した、新しい国際協力の理念を打ち立て、かつそれに向けて総合的に取り組む」ことではないだろうか。

ここまでの議論で随時触れてきたが、すでにそのようなパラダイムの転換に向けての現実の動きは主要援助国の基本政策の変化などに見られるとおり、すでに部分的には始まっている。

トップドナーである日本の現在の援助に関する基本政策としての「ODA中期政策」（1999年）では、重点課題として、次の７点を挙げられている。この中期政策では、1992年の「ODA大綱」との比較において、特に、平和と紛争の問題に対して積極的な取り組み姿勢が示されているという点で明らかな変化が見られる。

1） 貧困対策、社会開発

2） 経済・社会インフラ

3） 人材育成・知的支援

4） （環境を筆頭とする）地球規模の問題

5） 経済構造改革支援

6） 紛争・災害と開発

7） 債務問題

また、アメリカは戦略的な開発目標として、次の６点を挙げている
。

1） 経済成長と農業開発

2） 民主主義とグッドガバナンス

3） 人材育成

4） 人口と保健

5） 環境

6） 災害、復興開発（紛争起因含む。）。

しかし、これらの政策は、基本的には、重要と思われる課題を併記しているのであって、必ずしも相互の関係を意識したものではない。具体的な取り組みにおいて、開発、環境と平和の三つの間の密接な関係に着目して包括的に取り組むというところまでは未だ至っていない、と言えよう。

この点で、興味深い政策枠組みは、デンマークが掲げているものである。デンマーク政府は、「開発援助予算に加えて、『環境、平和及び安定のための枠組み』（MIFRESTA：Framework for the Environment, Peace and Stability）という枠組みを設け、これらの予算と枠組みが第一に追求すべき目的として、「国家及び政府間の地域組織の能力を強化し資源を拡充すること」を挙げている
。このような認識と枠組みは、そこから今一歩進めることによって、開発、環境と平和に対する総合的な取り組みを、非軍事的な手段において推進することに繋がりうるものである。

これに対して、平和への貢献を、開発や環境への貢献とは別立てにして、例えば、「政府平和援助」（OPA：Official Peace Assistance）という枠組みを定立し、特に国防予算を削って得られる「平和の配当」をそこに充当すればよい、というアイデア（金子熊夫、インターナショナル・アラートほか）もある
。これに関し、筆者は、平和に対する取り組みを強化するという方向性については賛同するが、平和と開発の相互の密接な関係に着目した取り組みを推進するという観点からは、必ずしも最適の選択肢であるとは言えないと考える。

このような新しい枠組みに向けてODAの改革を段階的に進めることは、少なくとも理念や政策のレベルにおいては、先進国各国の現在の状況から著しい飛躍を強いるものではなく、現実的なものであると言える。しかし、他方、それに基づいて包括的な取り組みを実践していくということは、前章（８−３）で述べてきたとおり、容易なことではない。更に、途上国社会の多様な状況を踏まえ、地域社会と住民の主体性を極力尊重した内在的な発展を側面から支えていこうとする傾向は、ODAを巡る諸相を益々複雑でわかりずらいものにしている。このような状況において、１）主体、２）理念、３）アプローチの次元における諸関係の更なる複雑化の中で、具体的な成果を上げていくためには、今後益々知力なダイナミズムと創造性が求められてくると言えよう。

20世紀後半の半世紀における国際協力の経験には成功もあれば失敗もあるが、これらから国際社会は、貧しい人々の幸せと社会の「病」を科学しその「処方箋」を実践することの困難さを学んだ。具体的にいつのことになるかは特定できないが、建設的なかたちでのODAの発展解消の先にあるものは、おそらく、その困難さに対して謙虚でありながらも、あくまでも「人間中心」の立場にたち、人間の基本的な欲求の「全体性」（holism）に対応すべく、総合的、あるいは既往の専門領域や縦割り構造の枠を越えたアプローチを目指すものであろう。

そして、そのアプローチが発現する場は、必ずしも、ODA関係者が「第一の事業の現場」としてきた途上国の社会に限られるものではなく先進国の社会のあり方や人々の生活も問い直すことに繋がっていくであろう。また、既成の国別援助機関や国際援助機関が、国際NGOやその他の民間組織によってとってかわるという単純な変化ではなく、これらの種々の組織や個人が自由に交流し連携する「場」のようなものが益々重視されて来るであろう。20世紀的な「目的管理」、「成果重視」の発想や、「組織」、「制度」の枠組みなどを越えて、より柔らかな構造への志向が漸次高まってきている。

清廉な環境の中で持続的な豊かさと平和を追求していくためには、地球市民の知性と自由な構想力をその実践に向けてのエネルギーと接合する新しい装置が必要であるが、現在のODAが果たすべき役割の中には、そのような新しい装置を考案し現実のものとするという役割も含まれるべきであろう。

９−３　日本の役割についての示唆

新しい国際協力の枠組みを作り上げるために、日本人あるいは日本社会ができることは潜在的には非常に大きい。それは、１）自国の開発、環境、平和を巡る歴史的資産と２）援助大国としての経験の二つによって理由づけられる。

第一に、日本は、自国の開発、環境、そして平和のそれぞれに関して、世界でも希なほど有益な歴史的資産（成功のみならず失敗の経験を含めた資産）を有している。開発に関しては、数世紀の歴史の積み重ねはあるとしても、いわゆる後進国の立場から世界に類を見ない速度で発展して先進国となったという点である。環境に関しては、第６章でも触れたが、人口爆発と生態系崩壊の危機の一歩手前で立ち止まり、世界的に珍しい循環社会を江戸時代後期において構築したという点と、1960年代以降の高度経済成長の過程で激甚な公害を経験し、これを石油ショックなどの困難が重なる中で克服していったという点である。平和に関しては、第二次世界大戦において、自らの行為によって諸外国に多くの凄惨な被害をもたらすと同時に自ら被爆体験などを含む深刻な惨禍を被り、更に、戦後、米国の核の傘という外的要因はあるものの、非核三原則や武器輸出の禁止などを通じて世界の平和に貢献してきたという点である。

第二に、日本は、援助大国として、少なくとも投入量の面でのトップドナーを１０年にわたり続けてきた経験を有している。その中には勿論失敗の経験を含まれるが、これらを通じて、日本は、幅広い国際協力の選択肢と知見を身につけてきているはずである。また、第一の点と相俟って、途上国としての自身の経験やアジアの一員としての視点から、欧米の先進国とは異なったアプローチを行いうる潜在能力を有していると考えられる。

これらの点は、一部を除けば、現代日本のODAを特徴づけるものとして巷間よく指摘されてきたところではある。しかしながら、現在の国際協力の営みの単純な延長線上においては魅力的な国際貢献の将来像は見えてこない。これまでのODAの量的拡大に際して、先人たちが培ってきた実績と伝統はしっかりと継承されねばならず、また、そのために地道な努力がこれまでどおり継続される必要があるのは当然のことながら、それだけでは新たな展開は望めない。「横並び」や「縦割り」などの伝統的な枠組みの中からは新しい時代状況に適合した考え方は生まれてこない。専門性や組織制度がもたらす先入観に必ずしも囚われることなく、これまで異質とされていた事象相互の間のダイナミズムにも眼を開きそれらを繋げ、新しいものを創造していく、という試みにどこまで挑むことができるか否か、という点が重要な鍵を握る。

小渕恵三首相（当時）の委嘱によって河合隼雄を座長として結成された「21世紀日本の構想」懇談会は、21世紀における日本のあり方について多くの示唆を与え、また、途上国への発展への貢献のためにODAの活用にも触れているが、提言全体の中で、新しい国際協力の枠組み作りとの関連において特に有益な示唆を与えているのは、次の３点である。

1） 「新しいガバナンス」（協治）とそこにおける「公」と「個」の間の新しい関係の構築。

2） 「開かれた国益」（enlightened self-interest）認識の深化。特に、国際社会との関わりや国際公共善への寄与を通じた迂回的な国益追求。

3） 「言力政治」（ワード・ポリティクス）の強化と国際知識の集積

現在の日本社会に漂う、将来に対するある種の閉塞感を打破しようとする力の胎動は随所にみられる
。しかし、これらの力は、本稿が対象としたような、途上国における「病」の集中と輻輳という問題への取り組みとより密接なかたちで結びついて、「開かれた国益」を追求するところまでは進展していない。１）「日本人として自らの社会を変えようとする力」と、２）「地球市民として人類社会の弱き部分において「病」が集中し輻輳しているという状況の改善に取り組もうとする力」の二つの力が、より大きな視野の中で相互にしっかりと結びついた時に、新しい展開が生まれることを期待したい。
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